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１．はじめに～調査の目的と概要

　本論の目的は、新型コロナウイルス（COVID-19）感染拡大による長岡市を中心とした地域経済に
対するインパクトの推計である。令和２（2020）年は、COVID-19の感染拡大により世界が大きく揺
れ動いた年だった。さらに2021年に入っても世界的に収束の見通しはたっていない。そうした状況下、
日本全国の実質GDPは令和２（2020）年１－３月期に前期比年率27.8％減と通常考えられない大幅な
マイナス成長を記録した。緊急事態宣言の発令や消費者による自粛ムードの高まりにより、経済面
でもCOVID-19は経済活動に総じてマイナスの影響をもたらしている。
　【図表１】は長岡市・長岡商工会議所による市内事業所の景況感調査の集計結果である（詳細は長
岡市・長岡商工会議所（2021）を参照）。これはD.I.（diffusion Index）で、「業況が良い」マイナス「業
況が良い」の比率を示す。2019年度後半から2020年度中盤までの期間に注目する。COVID-19感染拡
大が顕著になり始める前の2019年終盤から落ち込みが始まっているが、その動きが2020年１～３月
期以降に加速した様子が見てとれる。2018年度後半頃からの景況感後退の流れを、COVID-19感染拡
大が決定づけたことが示唆される。
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【図表１】長岡市内事業所の景況感推移

　　　　　　  〔出所〕長岡市・長岡商工会議所（2021）

　果たして、地域の経済活動にCOVID-19はどの程度の影響を及ぼしているのだろうか。その検討に
おいて、COVID-19感染拡大による経済取引量の変化は分野により多様なことから、総体的なインパ
クトの規模だけではなく産業部門別の影響規模の把握も重要である。旅行や外食関連分野のようにB 
to C部門を中心に大きな負の影響が及んだ分野もあれば、B to B取引が中心で比較的影響が軽微だっ
た分野もある。産業別の影響規模を把握できれば、産業政策として個別産業の支援等を検討する際
に大いに参考となる情報が得られるだろう。
　以上の問題意識により、本論では、長岡市内の経済活動に対するCOVID-19感染拡大のインパクト
を産業別に推計することを目的とする。その具体的な手法としては、長岡市が令和２（2020）年４
月以降に実施した対市内事業者に対する質問紙調査の結果をもとに、長岡市の産業連関表を用いて
インパクトの推計を実施する。
　本論の構成は以下のとおりである。次章では、本調査研究の手法を示す。特に本推計において重
要な役割を担う産業連関表について解説する。続いて、経済効果を検討する前提としてポイントに
なる長岡市内経済の産業構造を産業連関表の活用により概観する。さらに、経済効果の波及の推計
において重要な産業間のつながりを見る。そこでは、各産業の感応度係数と影響力係数について解
説する。それらをもとにCOVID-19感染拡大の経済的効果の推計を行い、その結果を示す。最後に今
後の展望について考察する。

２．推計で鍵を握る産業連関表

（１）本調査の手法について
　本論では、まず、令和２（2020）年前半時点において、COVID-19によって長岡市内の事業者の生
産活動がどの程度減少したか、その減少額を産業別に推計した。その推計には、長岡市（2020）の
調査結果を活用した。続いて、その減少額が産業間の取引関係等を通じて市内全体に年間でどの程
度のマイナスの経済効果をもたらしたかを推計するという作業を行った。そうした初期効果が市内
経済全体に及ぼす波及効果の試算においては、2015年長岡市産業連関表をもとにした行列代数の数
的処理によった。
　以上から、本論において2015年長岡市産業連関表は重要な役割を果たしている。また、経済効果
の波及を考える前提として、長岡市内の産業構造を把握しておくことは有意義であり、それにも産
業連関表は有用なデータである。そこで、以下では産業連関表という経済統計を解説するとともに、
そこで示される長岡市の産業構造を概観しておきたい。
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（２）産業連関表とは
　産業連関表は、ある経済において１年間に行われた財・サービスの産業間取引を一つの行列形式
に整理した統計データである。【図表２】は2015年版の長岡市産業連関表「取引基本表」をもとに作
成した表である。１次産業（農林水産業など）、２次産業（製造業など）、３次産業（非製造業、サー
ビス業など）と三つの大分類レベルにまとめた取引基本表である。

【図表２】2015年 長岡市の産業連関表（３部門）－取引基本表

　まず１行目の１次産業を「横に」読んで、その数値の意味を解説したい。一例として、ある農家
が生産した農業生産物、例えば種や苗などを、同じ農業部門の他の農家に販売する場合を想定する。
その取引金額はこの１行・１列目に入る。上記の産業連関表によると、そうした１次産業内の業者
同士の取引合計は1,723（単位100万円、以下同じ）だと示されている。続いて、１次産業の中で林業
を例にして、ある業者が木を伐採し製造業、例えば家具生産業者（２次産業）に原料として売った
額は、１行・２列目の欄に入る。さらに農家が農業生産物を、店舗で商品を販売する小売業者（３
次産業）に商品として卸した額は、次の１行・３列目に入る。そのように、最終段階の取引（消費、
投資等）を除く事業者間の取引が以上の３つの欄に記述される。14,690はその３つの合計である。２
行目、３行目についても同様に、３つの各産業で生産された財・サービスの取引額が売り先別に整
理されている。すなわち、横（行）方向には表側の産業にとっての「販売先」、ないし需要されたと
いう意味での「需要部門」が並ぶことになる。
　続いて、表頭部分中で「市内最終需要」と書かれた項目に注目する。これは、上記のような産業間・
企業間の原材料としての取引（＝中間投入物の取引）ではなく、消費者、企業、公的組織等に最終
段階の完成した財・サービスとして販売された額を示す。さらに、その右には地域外との取引（「移
輸出」「移輸入」）が整理される。当然ながら、長岡市内の各事業者は市外の事業者や消費者等と取
引している。その販売は「移輸出」と呼ばれる。逆に、地域外からの購入規模は「移輸入」として
示される。
　この取引基本表の数値は「縦（列）方向」にも読み取れる。ある列について縦方向に並ぶ数値は、
当該産業が生産物を産出するために原材料などの資源を各産業からどれだけ購入（投入）したかを
表す。例えば、この表で１次産業は３次産業から2,356相当の資源を購入している（３行・１列目の
数値）。「内生部門計」はこれら原材料費の総和である。さらに、その下の「粗付加価値」は、同部
門の売り上げから原材料費を除いた数値であり、人件費や事業者の所得分などが含まれる。縦方向
の一番下にあるそれらの総和17,368は、１次産業の市内生産額にあたる。１次産業の行を横に読み、
生産物がどの分野にどれだけ売られていったかを示す一番右の欄の総和17,368も１次産業の市内生産
額である。17,368の数値は縦横で一致している。
　以上の通りの原理で整理された産業連関表は、政府機関等が公表する統計データとしては、３部
門よりもはるかに細かい小分類で整理される。
　地域内の産業同士、企業同士は、取引関係のつながりを有しており、ある部門での売上増は他の
企業・部門への原材料の注文増をもたらす。こうした関係を通じて、経済の波及効果が生じる。そ
れらつながりまで含めて産業の構造を把握するために、産業連関表が活用可能である。長岡市では
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どの部門の生産活動が活発なのかといった現状把握ができると共に、何らかの事象が引き起こす影
響が波及し他のどの部門にどの程度伝わっていくか、その効果を定量的に推定することができる。

　なお、公式統計としての産業連関表として、国レベルのデータは５年ごとをめどに、総務省を中
心とする各省庁間の協力のもとに作業され推計された数値が公表される。最新版である平成27（2015）
年版は令和元（2019）年６月に発表された。
　また、各地域の産業連関表（地域産業連関表）については、国レベルの公表データをもとにして、
まず各都道府県が作成作業を進める。そのため、都道府県版は国に１、２年遅れることになる。新
潟県は平成27（2015）年版を2021年２月24日に正式に公表した。さらに、市町村レベルの産業連関
表は政令指定都市を含めては近年盛んに作成されてはいるが、定期的に作成している例は少ない。
参考までに、長岡大学は長岡市からの受託調査として2000年版、2005年版の長岡市産業連関表を推
計した実績がある（注２）。
　注目されるのは、地方創生への取り組みとともにRESAS（地域経済分析システム）のデータ整備
の一環で提供されている全市町村の地域産業連関表の存在である。これは、環境省による総合環境
政策の一環で、地域経済循環分析のツールとして整備され、RESASに提供されているものである（注３）。
総務省が公表している産業連関表と連動して推計されているものではない点に、注意が必要である。
総務省版に比べて産業分類は少なく、取引基本表のみの提供であるなどの違いがあるが、全市町村
について現時点（2021年10月時点）で、2010年版、2013年版、2015年版の３つのデータが公表され
ている。本論では、このRESAS版の2015年長岡市産業連関表を活用した。

３．長岡市産業連関表でみた長岡市の経済活動の概観

　COVID-19の地域における経済活動に対する影響を見る前に、その前提となる長岡市の産業構造に
ついて、以上で解説した産業連関表をもとに概観しておく。
　【図表３】は上述のRESASの2015年産業連関表をもとに計算された、長岡市の各産業の生産額の
構成比を示している。参考として、全国のデータもあわせて表示した。長岡市は「はん用・生産用・
業務用機械」の構成比が最も高く、全国と比べても突出していることが見て取れる。それに「商業」
が続き、これも全国の数値を超えている。産業用機械製造と商業が長岡市経済をけん引する二本柱
となっていることが示されている。

【図表３】長岡市の生産額～全国との比較（2015年）



27

長岡大学　地域連携研究センター年報　第８号（2021年11月）

　【図表４】には、従業者の構成比を生産額構成比とあわせて示した。厳密には、従業者数データを
産業連関表の生産額データと整合させるには、産業連関表の一つとして推計される雇用表と呼ばれ
るデータを用いるのが望ましい。しかし、今回用いたRESASの環境省版産業連関表では雇用表が公
表されていないことから、【図表４】の従業者数には国勢調査のデータを用いた。
　図によると、「はん用・生産用・業務用機械」産業は生産活動面で長岡市をリードする一方で、従
業者数の構成比は５％程度と小さい。市民の大きな雇用の場となっていないことがわかる。これは、
同産業が比較的装置産業としての面が大きいという生産構造による。建設、商業、不動産、対事業
所サービスなどの産業の方が、雇用の場として数量面ではより重要であることが示されている。

【図表４】長岡市の生産額・従業者数の部門別構成（2015年）

４．長岡市における産業間のつながりと経済効果の波及

　産業連関表は、以上で見た部門別構成比等の情報に加えて、各産業間のつながりに関しても重要
な情報を提供してくれる。本論のテーマであるCOVID-19感染拡大の経済波及を検討する上で、産業
間のつながりは重要なポイントであることから、ここでは産業連関表の取引基本表をもとに連関に
ついての分析を示したい。
　まず取り上げたいのは、域内経済への影響力が大きい部門、経済変動の影響を受けやすい部門の
検討で大いに有用な「感応度係数」と「影響力係数」という統計量である。
　「影響力係数」は、ある部門に対して需要が増加した場合に、それが他産業にどの程度の波及効果
をもたらすかを示す数値である。取引基本表の数値をもとに導出した投入計数表を活用し算出され
る「逆行列表」において、各部門の列和（縦方向の合計値）を求め、それをその全部門での平均値
で除して求める。１であれば、平均値と同じであることから他産業への影響の大きさは平均的な部
門だということになり、１を超えて大きいほど波及規模が大きい部門であることが示される。
　「感応度係数」は、他部門からの影響の受けやすさを示す係数である。「逆行列表」で各部門の行和（横
方向の合計値）を求め、それを全部門での平均値で除して求める。平均値と同じ場合は１で標準的
だということになり、１を越えて数値が大きくなるほど他産業から影響を受ける度合いが強いこと
がわかる。
　以上で詳説した長岡市産業連関表をもとに算出した各産業の「影響力係数」と「感応度係数」を【図
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表５】に整理した。影響力係数（目盛りは横軸）でみると、「水道」、「非鉄金属」、「宿泊飲食サービス」
が比較的大きい。これらの部門については、業況の変化が他部門の業況に影響を与えやすい。逆に「林
業」、「住宅賃貸」、「教育」の値は比較的小さい。これらの業況が他部門及ぼす影響は小さいと言える。
　感応度係数（目盛りは縦軸）をみると、「専門・科学技術、業務支援サービス業」の大きさが突出
している（グラフ表記の範囲外の数値）。続いて「卸売業」、「運輸・郵便業」、「金融・保険」などの
大きさも顕著である。これらは、他部門の業況変化から比較的強い影響を受ける産業である。以上
の分析は、長岡市の産業政策においても大いに参考になるだろう。

【図表５】長岡市各産業の感応度係数と影響力係数（2015年）

５．新型コロナ感染拡大の経済効果の推計

（１）長岡市によるCOVID-19の業況への影響に関する調査
　本論で、COVID-19感染拡大の直接的な経済効果の推計に用いたのは長岡市（2020）における質問
紙調査の集計データである。長岡市（2020）では、市内各事業所における、令和２（2020）年５月
時点までのCOVID-19感染拡大による生産減少を調査しており、回答者は自由記述形式で減少程度の
数値を答えている。その回答数値を５段階に整理して、回答事業所の産業分類別に集計した結果が【図
表６】である。
　これによると、「宿泊業、飲食サービス業」において、51％以上の減少だと回答した事業所割合が
７割を超え、深刻な状況がうかがえる。他方で、「建設」においては減少無しと答えた事業所割合が
３割を超え、比較的影響が小さい。COVID-19感染拡大の影響は、業界によってかなり異なることが
わかる。
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【図表６】長岡市アンケート調査による売上減少に関する回答

（２）産業別の生産活動への直接的な影響推計
　続いて上記アンケートの数値をもとに、COVID-19感染拡大による産業別の直接的な経済的インパ
クト規模の推計作業を行った。それには、【図表６】にまとめたアンケートの回答データをもとに、
各選択肢の中央値を各選択率の重みにした加重平均により産業別減少率を求め、それを各部門に適
用した。2015年産業連関表の部門別域内生産額にその減少率を乗じて減少幅を算出した。その結果
推計された、産業別のCOVID-19感染拡大による直接の生産減少額は【図表７】の通りである。

【図表７】想定する産業別の生産減少幅（単位　百万円）

（３）長岡市におけるCOVI-19による産業別の経済インパクト推計
　さらに、上記【図表７】で求めた産業別のCOVID-19感染拡大による経済効果を初期値として、市
内経済全般への二次的な波及効果を推計した。それには、産業連関表の取引基本表等をもとにした
行列代数による算出を行った（行列代数についての詳細は、別添「補論」に示した）。この算出法に
おいて、本論には以下①②の２つの特徴がある（両者の詳細については、「補論」とともに国民経済
研究協会（1999）、石川（2013）を参照）。
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　　　①�消費内生化モデル（部門別消費額は粗付加価値の一定割合と仮定。逆行列表の演算に取り
込む）

　　　②�移輸入内生化モデル（移輸出を除く市内総需要に比例すると想定し内生化）
　以上の推計作業により算出された、トータルでのCOVID-19感染拡大の市内各産業へのマイナスの
経済規模を【図表８】に示した。この図で、グレー部分は直接的な初期効果の規模を示し、白抜き
部分は産業連関を通じてもたらされた二次的な波及効果の規模を示す。

【図表８】長岡市の新型コロナによる負の波及効果の産業別推計

　【図表８】によると、産業別に見て、COVID-19の影響規模は多様であることがわかる。その中で「宿
泊、飲食サービス」「はん用・生産用・業務用機械」などへの影響規模の大きさが目立っている（「住
宅賃貸業」については、帰属家賃が含まれる点に注意を要する）。特に、「宿泊、飲食サービス」に
ついては、直接・二次的の両面で大きなダメージを受けていることが示されているが、COVID-19に
よる経済全体の所得減少により、各産業部門での出張・外食などが控えられた結果、大規模な二次
的なマイナス効果がもたらされたことを示唆している。以上の試算結果は、COVID-19関連の経済支
援を産業部門別に検討するような場合には、大いに参照すべきものだと思われる。

（４）推計の改善に向けた課題
　以上のCOVID-19感染拡大による長岡市内の産業別インパクトの推計には多くの課題がある。その
うち主要な二点を以下に示した。
　まず第一に問題なのは、COVID-19による直接的なマイナス効果をより詳細に検討せねばならない
ということである。本論では、それを長岡市（2020）の事業者アンケート調査をもとにした推計値
に求めた。同調査では回答者の産業分類が大まかである。例として、運輸、卸売、小売の３分野が
一つにまとめられている。しかし、この３分野では、COVID-19の影響が大きく異なると思われる。
小売分野の中にはホームセンターのように「巣ごもり需要」効果で2020年に売り上げを大きく伸ば
した企業もある一方で、運輸分野の企業は物流の大幅な減少により売り上げが激減した事業者が一
般的である。より細かなデータ収集を試みる必要がある。そのためには、独自の対事業者聞き取り
やアンケートの調査を実施するなど、追加の情報収集が必要である。さらには、域内の事業者デー
タを収集して推計に用いることも必要であろう。
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　より本質的な課題は、直接的効果の推計において、純粋にCOVID-19要因を把握するためには2020
年初頭以来の事業者の業績変化の要因分解を検討する必要性があるという点である。各部門の年々
の業績変化は様々な要因でもたらされており、厳密にはその中からCOVID-19要因を取り出す作業が
求められる。その理論的な検討が必要である。
　その一つの手法としては。「標準ケースとの比較」が考えられる。それは経済シミュレーションで
一般的に取り組まれる方法である。適切な想定をおいて、COVID-19の問題が無かった場合の現時点
における産業活動規模を推計するのである。その数値を現実のデータと比較することにより、求め
るべきCOVID-19要因による経済への影響規模の推計値がもたらされる。そうした推計手法の実現を
検討したい。
　第二の課題は、雇用面への影響規模の推計である。生産額・売上高などの産業活動規模で推計さ
れた負のインパクトが、雇用面へどの程度の影響をもたらしたかを定量的に明示することである。
それが把握できれば、COVID-19に対する市民の雇用や所得面の対策を検討するうえで有意義な情報
提供となるだろう。
　それには産業連関表の一部を構成する「雇用表」の統計データ活用が望ましい。これは、各産業
でどれだけの人が働いているか、どういう立場で働いているかを整理した表で、取引基本表と整合
的に推計されるデータである。それを取引基本表のデータと連携させて、行列代数による計算によ
り産業部門別の雇用面へのインパクトを試算できる。残念ながら本論で用いた2015年長岡市産業連
関表には雇用表が存在しない（環境省の産業連関表では雇用表が公表されておらず、推計されてい
ないと思われる）。とはいえ、国勢調査のデータなどをもとに雇用表の推計は可能であり、今後その
検討が必要である。

６．おわりに～今後の展望

　依然として世界的に拡大が続くCOVID-19の感染収束はいつ頃になるのだろうか。その見通しの検
討は、当然ながら本論の範囲を大きく超える。しかし、今後のCOVID-19による経済へのインパクト
を予測し、今後の地域経済を展望するには、COVID-19感染の拡大に関する何らかの予測データが必
要である。その参考として、以下に一つのシミュレーション結果を示しておきたい。

【図表９】今後の新型コロナ感染拡大の試算

〔出所〕Stephen M. Kissler et al.（2020）

※……�重症急性呼吸器症候群�
－コロナウイルス２�
（COVID-19）
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　【図表９】は、Stephen M. Kissler et al.（2020）からの引用である（注４）。同論文は、医療体制を始
め関連事項について様々な想定をして、将来的なCOVID-19感染規模についてシミュレーションを
行った研究論文である。
　【図表９】の各グラフは、COVID-19（SARS-CoV-2）の今後の感染者割合について、５つのパター
ンの試算結果を図示している。免疫期間について、①短い場合（40週）、②長い場合（104週）、③非
常に長い場合（∞週）、という３通りの想定と、病原菌の活動の季節変動の有無についての２通りの
想定を組み合わせ、５つの場合に整理して試算をした結果である。それによると、免疫持続期間が
40週（＝280日）程度の場合、毎年COVID-19のアウトブレイク（特定の感染症の日常的な発生頻度
を超えた発生）が繰り返される可能性があることが示されている（【図表９】のパターンＡ））。シミュ
レーションでは、COVID-19に対するワクチン等の免疫期間をどう設定するかが非常に重要なポイン
トの１つとなっているのである。
　この点に関連して厚生労働省の発表では、ファイザー社のワクチンの場合、海外での臨床試験後
の追跡調査の結果によると２回目接種後６か月の発症予防効果は91.3％、武田／モデルナ社のワクチ
ンの場合、同様の調査で２回目接種後６ヶ月の発症予防効果は90％以上と発表されており、今後も
集積される様々なデータを見ていく必要がある、としている。（注５）。以上のような情報からは、現在
接種が進むワクチンによる一定程度の感染拡大の抑制効果に期待がかかる。
　他方で気がかりなのは、令和３（2021）年に入って以降、感染力がより強い「新型コロナウイル
ス感染症（変異株）」の感染が拡大した点である。しかも変異株には複数の種類が発見されてきてお
り、大きな不安要素になっている。現実に、ワクチンの２回接種を終えた以降に感染するいわゆる「ブ
レークスルー感染」が目立ってきた（注６）。そうした状況も踏まえると、現在進められているワクチン
接種で新型コロナが完全に収束に向かうのかどうかについて、楽観は許されないと思われる。上述
のStephen M. Kissler et al.（2020）は、今後の厳しい状況を示唆している。

　COVID-19の影響が今後も長期化する可能性があるとすれば、人々の生活パターンや経済行動には
長期的な構造変化がもたらされるであろう。その中で地域経済、地域産業活動にどのような変化が
もたらされるのか、大いに注目される。本調査研究を一層深めて、地域経済の変貌の見通しに寄与
する情報を提供することが課題である。

〔脚注〕
（注１） �本稿は、令和２（2020）年度の長岡大学地域志向教育研究に採択された調査研究の成果を取

りまとめた論文である。調査研究にご協力いただきました皆様に感謝申し上げたい。
（注２） �詳細は、長岡大学（2011）を参照。
（注３） �この点の詳細については、山崎 他（2017）を参照。
（注４） �【図表９】に示される５パターン（Ａ～Ｅ）のシミュレーション結果について、Stephen M. 

Kissler et al.（2020）は以下の通り解説している。
　　　　　Ａ）�SARS-CoV- ２の免疫期間が短い場合（１/σ３＝40週）、毎年SARS-CoV- ２のアウト

ブレイクをもたらす可能性がある。
　　　　　Ｂ）�SARS-CoV- ２の免疫期間が長い場合（１/σ３＝104週）、隔年のアウトブレイクをも

たらし、おそらくより小さいアウトブレイクがその間の年に入るであろう。
　　　　　Ｃ）�伝播の季節変動が大きい場合（f＝0.4）、侵入波のピークの大きさが減少するが、そ

の後より深刻な冬季のアウトブレイクにつながる可能性がある。
　　　　　Ｄ）�SARS-CoV- ２の免疫が長ければ（１/σ３＝∞）、ウイルスの消滅につながる。
　　　　　Ｅ）�免疫持続時間が中間的でかつHCoVs-OC43/HKU1がSARS-CoV- ２に対する中間交差

免疫の役を果たす場合（χ３X＝0.3）、表面的な消滅の期間後に2024年程度の遅い時期
にSARS-CoV- ２の復活が起こる可能性がある。

（注５） �詳細については、厚生労働省ウェブサイト「新型コロナワクチンQ&A」（URL https://
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www.cov19-vaccine.mhlw.go.jp/qa/0011.html）〈2021/10/15確認〉を参照。
（注６） �ただし、ブレークスルー感染で重症化リスクは低く、後遺症は起きにくいとされる。これらの

点について、日本経済新聞社、2021/10/1ウェブ記事「２回接種しても…知っておきたいブレー
クスルー感染」（URL https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCA270CH0X20C21A9000000/）
〈2021/10/15確認〉を参照。

〔補論〕産業連関表による波及効果の推計～推計法の理論面の概要
　　　　 （注）以下の解説文において斜体表記のアルファベット（行列、ベクトル内の要素を除く）はベクトルまたは行列を示す

・取引基本表について、以下のように記号をおく。

　　

・Ａij÷Ｘj＝ａijとして、「投入係数行列」を右のとおり定義する。

　　

・市内生産額計、市内外生最終需要、移輸出の各列ベクトルを以下のとおりそれぞれ定義する。

　　

・Ｖi÷Ｘi＝vi（付加価値率）として、以下のとおり対角の行列を定義する。

　　

・�消費額（Ｃi）はＶ（付加価値の合計＝所得）に比例すると考える。その比例定数（＝平均消費性向）
をciとして、各産業の生産物の消費額について以下のとおりベクトル・行列表記で表す。

　　
ただし、
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・�移輸入（Mi）は市内総需要（移輸出を除く）であるＡi＋Ｃi＋Ｆiに比例すると考える。�
品目別の輸入係数Mi÷（Ａi＋Ｃi＋Ｆi）＝ｍiを考え、以下の対角の行列を定義する。

　　

・この行列Ｍを用いて、移輸入の列ベクトルは次のとおり表せる。

　　

・以上の準備の下に、各産業部門についてのバランス式は以下のとおり。

	 X1＝（A11＋A12＋…）＋C1＋F1＋E1－M1
	 X2＝（A21＋A22＋…）＋C2＋F2＋E2－M2
	 X3＝（A31＋A32＋…）＋C3＋F3＋E3－M3
	 :	 :	 :	 :	 :	 :	 :
	 :	 :	 :	 :	 :	 :	 :

　これをベクトル・行列表記すると以下のとおり。
　　　Ｘ＝ＡＸ＋ＣＶＸ＋Ｆ＋Ｅ－Ｍ（ＡＸ＋ＣＶＸ＋Ｆ）
　Ｘについて整理すると以下のとおりになる。
　　　Ｘ＝〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ）（Ａ＋ＣＶ）〕－１〔（Ｉ－Ｍ）Ｆ＋Ｅ〕　ただし　Ｉは単位行列
　　　……【１式】

＊�波及効果を推計したい事象の直接的な需要変化分を、この【１式】におけるベクトルＦないしベ
クトルＥとして与えることで、最終的な効果の大きさが算出できる。
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